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  議案第  ２    号 

   令和２年度府中市国民健康保険特別会計予算 

令和２年度府中市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，０６１，１９３千円と定める。

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表歳入歳出予算｣ に 

よる。 

（債務負担行為） 

第２条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担す

る行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条  地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

４００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条  地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用 

(2) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

    令和２年２月２８日提出 

府中市長  小 野 申 人 
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1 682,727

1 国民健康保険税 682,727

2 3,433

2 国庫補助金 3,433

3 3,012,087

2 県補助金 3,012,087

7 1

1 財産運用収入 1

8 351,237

1 一般会計繰入金 349,325

2 基金繰入金 1,912

9 1

1 繰越金 1

10 11,707

1 延滞金・加算金及び過料 8,614

3 雑入 3,093

4,061,193

諸収入

歳　　入　　合　　計

国民健康保険税

国庫支出金

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項
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1 85,916

1 総務管理費 55,111

2 徴税費 30,535

3 運営協議会費 270

2 2,910,291

1 療養諸費 2,553,753

2 高額療養費 348,734

3 出産育児一時金 6,304

4 葬祭諸費 1,500

3 956,733

1 医療給付費分 682,113

2 後期高齢者支援金分 209,063

3 介護納付金分 65,557

4 2

1 財政安定化基金拠出金 2

8 92,962

1 保健事業費 50,395

2 特定健康診査等事業費 42,567

11 8,029

1 償還金及び還付加算金 2,374

2 繰出金 2,905

4 補助金 2,750

12 7,260

1 予備費 7,260

4,061,193歳　　出　　合　　計

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

財政安定化基金拠出金

保健事業費

諸支出金

予備費

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費
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　第２表　債務負担行為

事項 期間 限度額

千円

令和3年度
～

令和7年度

住民情報総合システム機器賃借料 3,906
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１　総　　括

（歳　　入）

1 国民健康保険税 682,727 711,864 △29,137

2 国庫支出金 3,433 1 3,432

3 県支出金 3,012,087 2,821,305 190,782

7 財産収入 1 1 0

8 繰入金 351,237 409,505 △58,268

9 繰越金 1 1 0

10 諸収入 11,707 9,862 1,845

4,061,193 3,952,539 108,654歳　　入　　合　　計

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円
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　カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ 地域手当 該当なし

　ク 特殊勤務手当

　ケ その他の手当

家賃額に対する支給基準が異なる

市： 家賃額の支給基準の下限 12,000円

手当額の上限 27,000円

国： 家賃額の支給基準の下限 16,000円

手当額の上限 28,000円

（単位：月分）

20 年 勤 続
の者(月分)

24.586875

35 年 勤 続
の者(月分)

47.709
定年前早期退職特別措置

2％～20％

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

全 職 員

47.709
定年前早期退職特別措置

3％～45％

差　　異　　の　　内　　容国の制度との異同

24.586875

12.5

税　　務

支給対象職員の比率（％）
（ 令 和 2 年 1 月 1 日 現 在 ）

支 給 率 等

最高限度
(月分）

47.709

25 年 勤 続
の者(月分)

33.27075

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分

扶 養 手 当 同じ

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

区 分

給料総額に対する比率（％）

47.70933.27075

0.02

住 居 手 当 異なる

通 勤 手 当 同じ
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